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─ 破毀院の判決に見る相続の分割が生じた場合における遺留分の規律を中心に
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要旨　国際私法上、不動産相続と動産相続とが区別され、前者については所在地法が、後
者については被相続人の住所地法が適用されるとする相続分割主義を採用するフランスに
おいては、一人の被相続人の遺産がその財産の性質及び所在地によって異なる準拠法に服
することが前提とされており、遺留分も、異なる法に服するそれぞれの遺産部分について
算定されるのが原則である。しかし、近時、不動産相続の領域においても、相続の統一
性、並びに動産及び不動産への同一の法の適用が確保される場合においてのみ反致を許容
する破毀院の判決が現れ、相続分割主義を堅持してきたフランスの判例においても、相続
の統一的な規律への志向が見られるようになっていた。
第 1章　はじめに
　ある人の死亡に伴って生じる権利義務の承継に国際的要素があるために、準拠法を選択
する必要がある場合には、その被相続人の財産（消極財産も含む）のうち、どれが相続の
対象となり、どれが相続の対象とならないかについて、どのような準拠法を適用するかが
問題となる 1）。相続財産は、一方で、相続準拠法の規定に従って相続されるべき客体とし
て集合的に捉えることができる。他方で、相続財産は、具体的には、例えば、その死亡時
に被相続人が有していた不動産や被相続人が負担していた債務といった個々の権利義務か
ら構成される。その死亡時に被相続人が有していた金銭貸付債権がその債権準拠法に服す
るように、個々の権利義務にはその権利義務自体の準拠法がある。そこで、相続準拠法と
個別準拠法との関係が問題となるのである 2）。
　筆者は、このいわゆる「相続財産の構成」の問題に関する基礎的な検討として、わが国
の従来の通説の嚆矢の一つとされてきた久保岩太郎教授の見解及び久保教授が依拠された
ドイツのフランケンシュタイン（Ernst Frankenstein）の見解の検討を行った。その結果、久
保教授が引用された部分におけるフランケンシュタインの叙述は、わが国において従来議論
されてきた《被相続人の死亡によって消滅しない個々の権利義務が実際に相続財産に帰属
するか否か》についてのものではなく、遺留分の算定の際の擬制的な相続財産の構成の問
題に対する相続準拠法の役割についての考察にその主眼が置かれているように思われた 3）。
　この検討を通じて、筆者には、ある人の死亡に伴って生じる権利義務の承継のプロセス
を全体として見ると、《いかなる権利義務が相続財産に帰属するか》といういわゆる「相続
財産の構成の問題」には、従来わが国において主として議論されてきた《被相続人の死亡
の時点で被相続人に帰属していた権利義務が相続財産に帰属するか否か》という問題以外
1）　早川眞一郎「『相続財産の構成』の準拠法について ─ 《不法行為と相続》研究のための序論的考察 ─」
関西大学法学論集38巻 2・ 3号（1988年）325頁以下、327頁参照。
2）　櫻田嘉章＝道垣内正人編『注釈国際私法　第 2巻』〔林貴美〕（有斐閣、2011年）194頁参照。
3）　拙稿「わが国の国際私法における相続準拠法の適用範囲について」千葉大学人文社会科学研究第25
号（2012年）57頁以下。
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にも、遺留分の算定の際の擬制的な相続財産の構成の問題など、それとは区別して論じら
れるべき複数の問題が含まれているのではないか、という問題意識が生じた 4）。そこで、筆
者は、このような問題意識に基づいて、わが国の国際私法の母法国たるドイツにおける議
論の検討を開始したところ、ドイツも加盟するEU（欧州連合）においては、「相続事件に
おける管轄、準拠法、裁判の承認及び執行、公文書の受領及び執行、並びに欧州相続証明
書の導入に関する2012年 7月 4日の欧州議会・理事会規則」が採択され、2012年 8月16日
から施行されることになった。このため、筆者は、相続規則についても検討の範囲を拡大
することとし、その成果の一部を、内容的な区切り及び紙幅の都合から、ドイツ民法典施
行法のもとでのドイツにおける従来の議論についての部分 5）と、相続規則の内容の紹介及
び相続規則の採択に至るまでのドイツにおける議論についての部分 6）とに分けて公表した。
　ドイツにおける従来の議論と相続規則の採択に至るまでの議論の検討を通じて、筆者
は、これまでやや漠然と検討されてきたいわゆる「相続財産の構成」の問題を（例えば、
遺留分、特に、遺留分の算定における擬制的な相続財産の規律、夫婦財産制における清算
との関係、祭祀財産の承継、遺産債務の規律等といった）個々の具体的な問題に区分し、
それぞれについて改めて検討していく必要があるのではないかと感じるようになった。そ
こで、「相続財産の構成」に関連する具体的な問題として、まずは、わが国における従来
の通説の基礎となったフランケンシュタインも具体例として挙げており、相続規則の下で
もなお議論の対象となっている遺留分について検討することとした。遺留分については、
わが国の国際私法の母法国であるドイツにおける議論に関してはすでにわが国においても
優れた先行研究 7）が存在している。今後、これらの先行研究を踏まえたうえで、「相続財
産の構成」の問題の一部として遺留分を再検討するための比較対象として、本稿では、わ
が国において、ローマ＝ドイツ法型遺留分制度と対比され、わが国の現行民法の遺留分制
度の沿革や構造上の母法とされてきた、ゲルマン＝フランス法型遺留分制度を代表する
フランス民法典 8）を擁するフランスの国際私法における議論について検討することを通じ
4）　林貴美教授は、日本民法上のみなし相続財産のように被相続人による生前贈与や遺贈を一旦遺産に
引き戻す制度を有する国もあり、これらも相続財産の構成の問題といえ、これに関しては相続準拠法が
適用されるべきである、とされている（櫻田＝道垣内編〔林〕・前掲（注 2）200頁）。
5）　拙稿「ドイツ国際私法における相続準拠法の適用範囲について ─ 遺産の範囲の決定に関する序論
的考察 ─ 」千葉大学人文社会科学研究第26号（2013年）129頁以下。
6）　拙稿「EU相続規則における相続準拠法の適用範囲について ─ ドイツ国際私法の観点から ─ 」半
田吉信編『千葉大学大学院人文社会科学研究科　研究プロジェクト報告書　第253集　日独比較民事法』
（2013年）151頁以下。
7）　わが国における先行研究として、木棚照一「国際私法における遺言の効力と遺留分」久貴忠彦編集
代表『遺言と遺留分　第 2巻　遺留分〔第 2版〕』（日本評論社、2011年（初版2003年））397頁以下、林
貴美「相続準拠法の並立的適用 ─ ドイツにおける議論を中心に ─ 」同志社法学第55巻第 7号（2004年）
233頁以下等がある。
8）　伊藤昌司『相続法』（有斐閣、2002年）363頁以下。これに対して、西希代子「遺留分制度の再検討（1）〜
（10・完）」法学協会雑誌123巻 9号（2006年）1703頁以下、123巻10号1945頁以下、123巻12号2543頁以
下、124巻 4号（2007年）817頁以下、124巻 6号1257頁以下、124巻 7号1513頁以下、124巻 8号1775頁以
下、124巻 9号2057頁以下、124巻10号2309頁以下、125巻 6号（2008年）1302頁以下は、日本民法におけ
る遺留分制度は、遺される近親の生活保障を遺留分制度の主な趣旨とするナポレオン法典を忠実に継受
したものでも、遺留分の趣旨を共同相続人間の形式的平等に求めた19世紀フランス遺留分法学の到達点
をとりいれたわけでもなく、比較法研究に優れ、フランス遺留分法学史にその名を残すボワソナードが、
19世紀後半のフランスにおいて通説にはなり得なかった自己の見解をもとに、フランスにおける遺留分
法学の発展、他国の立法、さらには日本の慣習を踏まえた上で示した遺留分制度の在り方を参考にして、
その上に日本独自の工夫を重ねて作られた制度であり、現在、定説となっているローマ＝ドイツ法型、
ゲルマン＝フランス法型という二分類は一面的で、必ずしも十分な説得力を有するものではなく、そも
そも、日本法は、一般に考えられているような意味でのゲルマン＝フランス型に属していないとされる。
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て、「相続財産の構成」の問題の再検討のための示唆を得ることを目的とする。
第 2章　不動産相続事件における国際裁判管轄の決定と属地主義の影響
　国際相続法の領域においては、牴触法上、相続準拠法の決定について、古くから相続分
割主義と相続統一主義が対立してきた。わが国及びわが国の国際私法の母法国であるドイ
ツを含む多くの大陸法系諸国によって採用されてきた相続統一主義とは、不動産相続たる
と動産相続たるとを問わず、相続関係を一体として被相続人の属人法、すなわち被相続人
の本国法又は住所地法によって統一的に規律しようとする主義である。これに対して、フ
ランスを含む一部の大陸法系諸国及び英米法系諸国が今日まで採用してきた相続分割主義
とは、国際私法上、不動産相続と動産相続とを区別し、前者については所在地法を、後者
については被相続人の住所地法又は本国法を適用する主義である 9）。
　フランスにはまとまった国際私法法典はなく、国際私法（牴触法）の内容を有する成文
規定は、民法典を始めとするいくつかの法律、ローマ規則やブリュッセル規則を始めとす
るEUの規則、及びハーグ国際私法会議による諸条約や二国間条約を始めとする条約に散
在するにとどまり、国際私法ルールの多くは判例によって形成されてきた10）。フランスの
判例は相続分割主義を採用しているので、渉外事件においては、国際私法上、不動産相続
と動産相続とが区別され、前者については所在地法が、後者については被相続人の住所地
法が適用されることになる11）。
　不動産相続の領域における所在地法の厳格な適用は、フランスの裁判所の裁判管轄に
も影響を与えてきた12）。相続の領域における裁判管轄に関して、フランス民事訴訟法典第
45条（旧第59条）は、相続人間の請求（les demandes entre héritiers）、死者の債権者によっ
て申し立てられた請求（les demandes formées par les créanciers du défunt）、死亡を原因とす
る処分の履行に関する請求（les demandes relatives à l’exécutions des dispositions à cause de 
mort）について、死者の住所（le domicile）によって決定される（フランス民法典第110条）
ところの相続開始地の裁判所に管轄権を与えている。それゆえに、渉外相続事案において
は、外国において開始した相続の相続財産に、フランスに所在する不動産が含まれていた
場合に、相続開始地である外国の裁判所の管轄権は、フランスに所在する不動産にも及ぶ
のか（第 1節）、フランスにおいて開始した相続の相続財産に、外国に所在する不動産が
含まれていた場合に、相続開始地であるフランスの裁判所の管轄権は、外国に所在する不
動産にも及ぶのか（第 2節、第 3節）が問題となる。
9）　櫻田＝道垣内編〔林〕・前掲（注 2）187頁以下、山田鐐一『国際私法〔第 3版〕』（有斐閣、2004年）
565頁以下参照。
10）　早川眞一郎「フランスにおける外国法の適用（1）」名古屋大学法政論集159号（1995年） 1頁以下、
10頁参照。
11）　不動産相続の領域に関連する規定としては、「不動産は、外国人の所有するものであっても、フラン
ス法により規律される。」とするフランス民法典第 3条第 2項の規定が存在する。
12）　Bernard Audit/Louis d’ Avout, Droit international privé, 6e éd., Economica, 2010, p.784 （n? 888）.  なお、ドイ
ツの判例においては、遺産事件における実体法と手続法との密接な関係に鑑みて、準拠法と管轄とを並
行にとらえ、準拠法所属国にのみ国際裁判管轄権を認めるとするいわゆる並行理論が採用されてきたこ
とはわが国においても知られているところである（例えば、林貴美「ドイツ国際私法における遺言執行」
同志社法学49巻 6号（1998年）330頁以下、336頁以下、長谷部由起子「国際家事事件の手続法と実体法：
国際裁判管轄を中心として」論究ジュリスト 2号150頁以下、154頁以下（2012年）参照。）。
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第 1節　 外国で開始した相続の相続財産に含まれる内国不動産に関するフランスの裁判所
の管轄権の留保
　外国において開始した相続の相続財産に、フランスに所在する不動産が含まれていた場
合に、相続開始地である外国の裁判所の管轄権は、フランスに所在する不動産にも及ぶの
かが争われたのが、①破毀院民事部1837年 3月14日判決13）である。
①　破毀院民事部1837年 3月14日判決
【事案の概要】
　英国人であるA男には、二人の娘（Y及びX）がいた。1823年、Aは、Yを、フランス
人であるB男と結婚させ、フランスに所在するドメーヌ（domaine）を贈与した。その後、
Yは、このドメーヌをC夫妻に売却した。
　1828年、Aは、その住所地であり、当時英国領であったジャマイカ（Jamaïque）におい
て死亡した。Yと同様にAの相続人であったXは、フランスにおいて、Aの相続財産の分
割（partage）を申し立てたが、Aの財産は、Yに贈与されたドメーヌのみであったので、
Xは、Yに対して、このドメーヌの持戻し（rapport）（フランス民法典第843条）を請求し
た。
　Yは、フランスの裁判所は管轄権を有しないとして争った。1834年 3月20日、トゥー
ル民事裁判所（le tribunal civil de Tours）はYの主張を容れ、Xの請求は受理され得ないと
宣言した。Xが控訴したところ、1834年 8月29日、オルレアン王立裁判所（la Cour royale 
d’Orléans）は、第一審の決定を是認し、持戻しは、贈与（donation）が自由分（quotité 
disponible）を超えた場合にのみ行われ得るのであり、持戻しに先行して贈与が自由分を
超えたか否かを判断する清算（liquidation）が行われなければならず、清算に関する請求
が申し立てられ得るのは、フランス民事訴訟法典〔旧〕第59条及びフランス民法典第822
条によれば、相続開始地、本件においてはジャマイカにおいてのみであり、それは〔被相
続人の〕属人法（les statuts personnels）、ここでは英国法によって規律されると述べて、X
の請求は受理され得ないと宣言した。
　そこで、Xは、以下のように主張して、破毀を申し立てた。すなわち、フランス民法典
第 3条の表現に従えば、フランスに所在し、外国人によって所有されている不動産は、フ
ランス法によって規律される。Xがフランスにおいて所有していたドメーヌの移転にフラ
ンス法が適用される場合には、フランス民法第843条の表現に従えば、Yへのドメーヌの
贈与は、持戻しの義務を免れない。この持戻しは、その不動産の価値がYの相続分を超過
した場合に行われなければならず、その相続分は、フランス法に従って決定されなければ
ならない。Aのフランスの相続財産は、外国法の内容を考慮することなく、フランス法に
従って、フランスの裁判所によって規律されなければならない、と。
【判旨】
　「フランス民法典第 3条は、旧諸原則と一致して（conforme aux anciens principes）、フラ
ンスに所在する不動産を、外国人によって所有されているものであっても、フランス法に
従属させる。その規定は、その一般性において（dans sa généralité）、これらの不動産につ
13）　Cass. civ., 14 mars 1837, Stewart, S.1837.1.195; Bertrand Ancel/Yves Lequette, Les grands arrêts de la 
jurisprudence française de droit international privé, 5e éd., Dalloz, 2006, p.22 （n? 3）.
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いて主張されるすべての所有権及びその他の物権（tous les droits de propriété et autres droits 
réels）を含んでいる（embrasse）。
　〔それゆえに、〕……Xによって申し立てられた……ドメーヌの分割又は競売による売却
（une vente par licitation）を目的とする請求は、フランス法のみ（seule）に従って、いかな
る外国法の影響をも受けることなく判断されなければならない。
　……〔原審の〕決定（l’arrêt）は、不動産の運命（le sort de l’immeuble）及びXがこの
ドメーヌについて主張している権利を、外国法（une législation étrangère）、特に、自由
分を決定する規定（la disposition）に従属させた。その決定は、その贈与が、英国法に
よって処分可能と宣言された部分を超えていない場合には、Xは減殺（la réduction）を
請求することができない、その場合には（dès lors）、フランスの当局及びフランス法
（l’autorité et la législation françaises）はフランスに所在する不動産を支配することをやめて
いる（cesseraient...de régir）、という〔原審の〕その判断（décision）に由来するものであ
る。〔しかしながら、原審の〕決定……は、フランスにおいて開始した相続についてのみ
（uniquement）規定しているフランス民法典第822条及びフランス民事訴訟法典〔旧〕第59
条によっては正当化されない（n’est point justifiée）。」として、原審の決定を破毀し、外国
において開始した相続の相続財産に、フランスに所在する不動産が含まれていた場合に
は、フランスに所在する不動産については、フランスの裁判所の管轄権が留保されるとし
た。
第 2節　 フランスで開始した相続の相続財産に含まれる外国不動産に関するフランスの裁
判所の管轄権の制限
　次に、フランスにおいて開始した相続の相続財産に、外国に所在する不動産が含まれて
いた場合に、相続開始地であるフランスの裁判所の管轄権は、外国に所在する不動産にも
及ぶのか否かが争われたのが、②破毀院民事部1933年 7月 5日判決14）である。
②　破毀院民事部1933年 7月 5日判決
【事案の概要】
　フランス国籍を有し、当時フランス領であったインドのポンディシェリ（Pondichéry） 
に住所を有していたヒンズー教徒のA男は、同じくフランス国籍を有し、ポンディシェリ
に住所を有する六人の息子を残して死亡した。Aの相続財産は、いくつかの不動産を含ん
でいたが、フランス領インドと英国領インドとの境界線が錯綜していたために、その一部
はフランス領に、残りは英国領に存在していた。被相続人の息子の一人であるXは、相続
開始地であるポンディシェリの民事裁判所（le tribunal civil）において、裁判上の分割を
申し立てた。ポンディシェリの民事裁判所は、1908年 4月24日の判決において、Aの相続
財産についての「清算及び分割」を命じた。これに対して、相続財産を占有し、その管理
を行っていたYらは、フランスの裁判所は英国領インドに所在する不動産の分割を命じる
権限を有しないと主張して控訴したところ、ポンディシェリ控訴院1926年 9月24日判決
は、第一審の判決を是認した。そこで、Yらは、「フランス民法典第 3条第 2項は、この
14）　Cass. civ., 5 juill. 1933, Nagalingampoullé, Rev. crit. DI 1934.166 note J.-P. Niboyet; S.1934.337 note J.-P. 
Niboyet; D.P. 1934.1.133 note Edouard Silz; JDI 1934.892 note J.P.
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〔フランスの〕裁判所が、外国に所在する不動産を、その指揮（leur direction）の下で行わ
れる分割〔の対象〕に含め、フランスの領土に所在する不動産と同一の〔具体的相続分
の〕抽選（tirage au sort）に従属させることに反対している（s’oppose à ...）」と主張して破
毀を申し立てた。
【判旨】
　「……この条項〔フランス民法典第 3条第 2項〕によって認められた（admis）、不動産
に関する法律の属地性の原則の適用によって（par application du principe de la territorialité 
des lois relatives aux immeubles）、これらの財産は、それらが所在するところの国々の法
によって規律される。その結果、外国に所在する不動産の相続上の帰属（la dévolution 
successorale）は、それらがフランス人の所有するものであっても、原則として（en 
principe）、フランス法及びフランスの裁判所の裁判権を免れる（échappe ... à la loi française 
et à la connaissance des tribunaux français）。フランスの公序法（les lois d’ordre public de la 
France）を厳格に（strictement）適用する責任を負うフランスの裁判所は、フランス法に
反するすべての外国法の規定〔の適用〕を排除する（écarter）義務を負い、外国におい
て、外国法の規則に従って、不動産の清算及び分割を行わせる権限を有しない。……〔そ
れにもかかわらず、上述のように〕判断することによって、……控訴院の判決は、〔上告〕
理由において援用された法律の規定……に違反した。」として、原審の判決を、ポンディ
シェリの民事裁判所が英国領に所在する不動産の清算及び分割を命じる権限を有すると宣
言した点についてのみ破毀し、フランスにおいて開始した相続の相続財産に、外国に所在
する不動産が含まれていた場合には、「属地性の原則」に基づいて、相続開始地であるフ
ランスの裁判所の管轄権は、外国に所在する不動産には及ばないとした。
第 3節　 不動産相続の領域における反致の許容によるフランスの裁判所の外国不動産に関
する管轄権の延長
　②判決以降、フランスにおいて開始した相続の相続財産に、外国に所在する不動産が含
まれていた場合には、相続開始地であるフランスの裁判所の管轄権は、原則として、外国
に所在する不動産には及ばないとされてきたのであるが、後述（第 3章第 2節）のよう
に、判例上、不動産相続の領域においても反致が許容されたことにともなって、外国の不
動産に関するフランスの裁判所の管轄権が、反致が許容される場合におけるアドホックな
延長（une prorogation ad hoc）15）として、部分的に ─ 不動産所在地法に由来する裁判上及
び実質法上の作用（opérations juridiques et matérielles）を除いて ─ 延長される場合も生じ
てきている16）。
第 3章　相続の分割が生じた場合における遺留分の規律
第 1節　従来の破毀院の判例における原則的な処理 ── 各遺産部分の独立性
　遺留分及び自由分の決定という問題は、フランスを含む大陸法系諸国17）においては、伝
15）　Audit/d’ Avout, op. cit. （12）, p.309 （n? 347）.
16）　Cass. civ. 1re, 23 juin 2010, Bull civ. I, n? 140, p.132; JCP 2010.748 obs. Étienne Cornut; D. 2010.2955 note 
Louis d’Avout; D. 2011.1379 obs. Fabienne Jault-Seseke; Rev. crit. DIP 2011.55, 1re esp. note Bertrand Ancel.
17）　ドイツにおける議論については、林・前掲（注7）246頁以下を参照。
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統的に、相続準拠法に服するものとされてきた18）。遺留分を相続準拠法に従属させるとい
うことは、相続分割主義を採用する国々においては、遺留分は、異なる法に服するそれぞ
れの遺産部分について別々に算定される、という結果をもたらすことになる19）。この原則
的な処理について判示したのが、③破毀院第一民事部1990年12月 4日判決20）である。
③　破毀院第一民事部1990年12月 4日判決
【事案の概要】
　アメリカ国籍を有するAは、Y1、Y2、Y3（以下、Yらという。）の三人の子を残して、
1984年 1月26日に、ワシントンD.C.（アメリカ合衆国）において死亡した。Aは、1984
年 1月11日の遺言によって、第三者であるXに、フランスに所在するショードネイ城（le 
château de Chaudenay）を遺贈し、遺贈された不動産の維持のため信託を設定した。そのう
え、Aは、遺言執行者及び遺産管理人として、B及びCを指定した。
　1984年 7月12日に、Xは、Yらに対して、遺贈についての許諾（délivrance）を求めた。
これに対して、Yらは、遺留分権を有する相続人（héritiers résertataires）としての権利を
行使し、裁判所に対して、ショードネイ城の競売（locitation）を命じるように求めた。さ
らに、遺言執行者であるB及びCは、Aの遺言を検認してB及びCを人格代表者としたコ
ロンビア特別区上位裁判所1984年 2月27日決定にフランスにおける執行力を付与するため
に参加し、さらに、アメリカ法に従って、相続債務を弁済するためにショードネイ城を処
分する権限を彼らに与えることも求めた。
　ディジョン（Dijon）控訴院1988年11月16日判決は、遺言執行者であるB及びCの請求
を認め、ショードネイ城を売却し、売却代金によって相続債務を弁済した後に、その残額
を遺留分及び自由分に関するフランスの規定に従って分配することを命じた。そこで、X
は、以下のように主張して、破毀を申し立てた。
【上告理由】
　〔第一の上告理由〕フランス民法典第 3条によれば、遺言相続において不動産に適用可
能な法は不動産の所在地法であり、それは遺言執行者の権限をも支配する。フランス民法
典第913条及び第1031条によれば、遺留分権を有する相続人が存在する場合には、遺言執
行者は相続財産たる不動産を売却する権限を有しない。
　〔第二の上告理由〕遺留分は、現存する相続財産全体（l’ensemble des masses héréditaires 
en présence）について算定されなければならないにもかかわらず、Yらの遺留分をフラン
スに所在する不動産のみから算定し、先に死亡したAの妻によってAのために設定された
信託も含めたこの相続財産の価値を調査することなく、Yらがフランスに所在する唯一の
積極財産から遺留分を先取することを許すことによって、控訴院は、その判断から民法典
第 3条に関する法律上の基礎を失わせた。Yらの遺留分の決定に関して、アメリカ合衆国
に所在する積極財産の内容について判断することを拒絶することによって、控訴院は、新
民事訴訟法典第49条及び民法典第 3条に違反した。
18）　Cass. civ. 1re, 18 oct. 1988, Bull civ. I, n? 293, p.199; JCP 1989.II.21259 note Jacques Prévault.
19）　Mariel Revillard, Portée de la loi applicable, in Georges Khairallah et Mariel Revillard （dir.）, Droit européen 
des successions internationales: Le règlement du 4 juillet 2012, Defrénois, 2013, p.67 et s., p.77.
20）　Cass. civ. 1re, 4 décembre 1990, Bull civ. I, n? 274, p.194; JDI 1991.398 note Revillard; Rev. crit. DIP 1992.76 
note Georges A.L. Droz.
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【判旨】
　「……国際的な相続においては、遺留分は、異なる法に服するそれぞれの財産部分（chaque 
masse de biens）について算定されるので、遺留分権を有する相続人は、不動産の所在地で
あるフランスの法が彼らに与えるところのすべての遺留分を保持する（retenir）ことがで
きる。それゆえに、控訴院は、〔第二の上告理由において〕彼らが行わなかったことを非
難されたところの調査を行わなかったのである。以上の結果、……〔第二の上告〕理由に
は根拠がないということになる。」と判示したが、結論としては、第一の上告理由を容れ
て、遺言執行者であるB及びCに対して、ショードネイ城を売却し、その売却代金を処分
することを許可した点についてのみ、ディジョン控訴院1988年11月16日判決を破毀した。
【検討】
　不動産相続を所在地法に従属させるという原則は、異なる法に服する各遺産部分（les 
masses successorales）は、独立した（indépendantes）ものとみなされなければならない、
ということを意味する。この独立性（cette indépendance）からは、いくつかの帰結が引き
出され得る21）。
　相続財産が、フランスに所在する財産と外国に所在する財産から構成されている場合に
は、フランスに所在する財産は、外国に所在する財産とは独立した（à part）、一つの相続
財産を構成するものとみなされなければならない22）。各遺産部分が独立した相続財産とし
て取り扱われるので、遺留分は、それぞれの遺産部分ごとに算定される23）。それゆえに、
例えば、第 2章第 1節において検討した①判決の事案を少し変えて、二人の娘の父である
被相続人Aが、長女に贈与されたフランスの不動産に加えて、英国に同価値の不動産を所
有しており、これを次女に遺贈したと仮定すると、長女は、遺留分を知らない英国におい
て、その遺留分を請求することができないにもかかわらず、次女は、フランスにおいて、
フランスの不動産についてその遺留分を請求することができるということになる24）。
　さらに、③判決において、破毀院は、遺言執行者の権限について、遺言相続において不
動産に適用可能な法は、不動産所在地法であり、この相続準拠法は、遺言執行者の権限に
ついても規律するのであって、不動産所在地法たるフランス民法典第913条及び第1031条
によれば、遺留分権を有する相続人が存在している場合には、遺言執行者は、相続財産
たる不動産を売却する権限を有しないと判断した。フランスに所在する不動産の相続が
フランス法に服する以上、遺留分権を有する相続人のみが死者の人格を代表し、セジー
ヌ（saisine）を有し、死者の権利を行使し、訴訟を追行する権限を有するのであって、遺
言において指名され、かつその権限がアメリカの裁判所によって認められた遺言執行者で
あっても、フランスに所在する不動産についてはセジーヌを有さず、その不動産を売却す
る資格も有しないことになる、という弊害を伴うものである25）。
　③判決において、破毀院は、積極相続財産の帰属（dévolution de l’actif successoral）の領
域における確固不動の判例（une jurisprudence constante）の方向性（le cap）を維持したも
21）　Droz, ibid., p.80.
22）　Cass. civ., 8 décembre 1840, S.1841.1.56.
23）　Cass. civ., 26 janvier 1892, S.1892.1.76.
24）　Ancel/Lequette, op. cit. （13）, pp.28-29; Droz, op. cit. （20）, pp.84-85.  ただし、Droz, ibid., p.86は、実際に
そのような事例が生じる可能性については懐疑的である。
25）　Droz, op. cit. （20）, p.83.
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のと評価されている26）。しかしながら、破毀院の判例の伝統的な方向性の中で確立された、
相続分割主義における各遺産部分の独立性は、これまでに見てきたように、様々な困難の
原因となり得るものである。相続統一主義を採用しつつも、限定された範囲において法選
択を許容することで、各遺産部分の独立性に起因する困難をかなりの部分について取り除
くであろうと期待された27）1989年の「死亡による財産の相続の準拠法に関する条約」は未
発効に終わり28）、フランスの判例においては、各遺産部分の独立性に基づく処理が現在ま
で維持されている29）。
第 2節　不動産相続の領域における反致の許容による統一的な規律への志向
　前節で見てきたように、フランスが採用する相続分割主義は、複数の国に相続財産たる
不動産が存在している場合には、不可避的に、それと同数の異なる法が適用されるという
事態をもたらすものであり、場合によっては相続人間の不平等を生じさせるなど、様々な不
都合の原因となり得るものであった。このような相続の分割に由来する不都合を緩和する
べく、2000年代に入って破毀院が採用したのが、不動産相続の領域における反致であった。
第 1項　破毀院第一民事部2000年 3月21日判決
　不動産相続の領域における反致が破毀院によって初めて認められたのは、⑤破毀院第一
民事部2000年 3月21日判決30）においてである。
④　破毀院第一民事部2000年 3月21日判決
【事案の概要】
　被相続人A男は、第一の婚姻による二人の子（X1及びX2）と、1975年11月 7日に別産
制のもとで再婚したY夫人を残して、1983年 3月26日に、そのフランスの住所で死亡し
た。Aは、その遺言において、イタリアに所在する不動産をYに遺贈し、フランスに所在
する不動産及び動産を、Y、X1及びX2、並びに第三者であるB、C、D、Eに遺贈した。Y
に遺贈されたイタリアの不動産は、Aの死亡の日には現物で（en nature）存在していたが、
Aの死後、売却された。X1及びX2は、相続財産の清算において、Yが享受した遺贈は、A
の自由分を超過していると主張した。
　パリ控訴院1998年 2月19日判決は、Yに与えられた恵与（les libéralités）が遺留分を侵
害したことを認め、Yに遺贈されたイタリアの不動産及びAの死後に譲渡されたこの不動
産の売却代金を、自由分の算定において考慮しない理由として、フランスの裁判所は外国
に所在する不動産について裁判権を有する必要はない、したがって、Aがその死亡の日に
おいてその所有者でありかつイタリアにおける規律の対象となるべき不動産を、自由分の
26）　Droz, ibid., p.82.
27）　Droz, ibid., p.88.
28）　スイス、アルゼンチン、オランダ、ルクセンブルクが署名し、オランダのみが批准するにとどまっ
ている（http://www.hcch.net/index_fr.php?act=conventions.status&cid=62（2013年 7月 7日最終アクセス））。
29）　Cass. civ. 1re, 17 juin 2009, Bull civ. I, n? 131, p.116; JCP N 2009.1310 note E. Fongaro; Rev. crit. DIP 
2010.129 note B.A.
30）　Cass. civ. 1re, 21 mars 2000, Ballestrero （Moussard）, Bull civ. I, n? 96, p.64; D. 2000.539 note F. Boulanger; 
JCP 2000.II.10443 note Vignal; JDI 2001.505 note Revillard; Rev. crit. DIP 2000.399 note B. Ancel.
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算定において考慮する必要はない、と述べた。
　X1及びX2、並びにYの双方から上告が申し立てられ、特に、本件は、Aがイタリアに
残した不動産を含めて自由分を算定した場合には、それに応じて自由分が増加し、Yの受
けた恵与は自由分の範囲内に収まり得る事案であったので、Yは、主たる上告理由におい
て、遺留分の侵害は、フランス及び外国に所在する動産及び不動産の遺産の全体について
の持戻しによって評価されなければならず、イタリアに所在する不動産の売却代金は、自
由分を決定するために、積極相続財産に戻されなければならないと主張して、控訴院が、
外国法たるイタリア法から、死者の本国法、この場合にはフランス法への第一段の反致
〔直接反致・単純反致〕（renvoi au premier degré）の原則を適用しなかったことをとがめた。
【判旨】
　「フランス民法典第 3条〔によれば〕……遺留分の総額（le montant）は、不動産相続に関
しては、不動産の所在地である外国の法によってもたらされる可能性のある（éventuel）、
他の法（une autre loi）への、特に（spécialement）、法廷地の法（celle du for）への反致の
留保のもとに、不動産の所在地の法であるところの相続準拠法によって決定される。……
フランスの牴触法規則を用いて、職務の要請するところにしたがって（au besoin d’office）、
〔フランスの牴触規則によって〕指定されたイタリアの牴触法を適用し、〔不動産所在地法
であるイタリア法は、国際的相続の領域において、相続統一主義を採用し、本国法を指定
しているので、〕それゆえにイタリアの牴触法（celle-ci）が反致したところの法、この場合
には死者の本国法を適用し、そのためにAの国籍を確定することは、控訴院の役割である
にもかかわらず、……〔Aの国籍を確定することなく〕判決を下すことによって、控訴院
はその判断に法律上の基礎（base légale）を与えていない。」として原審の判決を破毀した。
【検討】
　本件では、最後の住所をフランスに有していた被相続人が、フランス国籍を有していた
ために、不動産所在地たる外国法（イタリア法）から、動産についての相続準拠法でもあ
る法廷地法（フランス法）への「第一段の反致」が認められ、相続財産全体がフランス法
に従属させられ、遺留分及び自由分は、フランス及びイタリアに所在する相続財産全体に
ついての持戻しによって確定されるべきであるとされた。この判決において、破毀院は、
事実審裁判官の牴触法職権適用義務31）と関連して、《事実審裁判官はフランスの牴触規則
によって指定された外国法からの反致が行われるか否かについて職権で調査しなければな
らない》という意味における反致の義務的性質については言及しているが、最終的にどの
国の法が指定されるかという反致の作用についてのいかなる留保も表明していない。それ
ゆえに、破毀院は、不動産相続の領域における反致について、「第一段の反致」のみなら
ず、「〔法廷地以外の〕第三国の法（une loi tierce）」への反致、つまり「第二段の反致〔転
致・再致〕（le renvoi au second degré）」についても排除することなく認めたものと受け止
められた32）。
31）　早川・前掲（注10） 7頁以下、横溝大「フランス国際私法の現状と問題点 ─ 準拠法に関する当事者
の合意について ─」国際私法年報第 4号（2002年）74頁以下、76頁参照。
32）　Ancel, op. cit. （30）, p. 405 ; Audit/d’ Avout, op. cit. （12）, p.784 （n? 888） note 2.  ただし、Revillard, op. cit. （30）, 
p.510は、本判決を第一段の反致を認めたものと理解しているようである。なお、Vignal, op. cit. （30）, 
p.2340は、第二段の反致による第三国法の指定はさらなる相続の分裂をもたらす場合があるとして、反致
を効果的に機能させるために、第一段の反致である場合にのみ反致を検討するのが適切であるとする。
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第 2項　破毀院第一民事部2006年 6月20日判決
　不動産相続の領域における反致に関する二番目の判決は、⑤破毀院第一民事部2006年 6
月20日判決33）である。
⑤　破毀院第一民事部2006年 6月20日判決
【事案の概要】
　著名な美術商であり、美術品収集家でもあったA男（フランス国籍）は、1978年11月28
日にニューヨークで再婚したアメリカ国籍を有するX夫人と、最初の婚姻による二人の
息子（Y1及びY2）とを残して、2001年10月23日にパリで死亡した。Aは莫大な財産を残
したが、同時に、多額の国税債務が国税当局による更正（un redressement）の対象となっ
ていた。他方で、Aは、Xに対する口述遺贈（un legs verbal）を行い、その遺贈は毎年
2,500,000フランの定期金（un rente annuelle）からなっていた。70歳近いXは、夫であるA
の職業活動に一度も関与したことはなく、夫であるAの財産状況についての正確な情報を
有していなかった。Y1及びY2とその法律顧問（leurs conseils juridiques）は、Xが相続を
放棄すれば、Xは、国税債務の支払いも、場合によってはあり得る刑事訴追も免れること
ができると強調して、相続を放棄するようにXを説得した。そこで、Xは、2001年11月22
日に夫であるAの相続を放棄した。その後、おそらく第三者からの助言を受けて、Xは、
実際には、その放棄によって国税債務を免除されるわけではなく、さらに、相続財産の額
はこの債務を遙かに上回っていることを知った。そこで、Xは、「脆弱性の濫用（abus de 
faiblesse）、錯誤（erreur）及び詐欺（dol）」を理由として、この放棄を無効にするよう求
めてパリ大審裁判所に提訴した。しかし、パリ大審裁判所2004年11月29日判決はXの請求
を却けたため、Xはパリ控訴院に控訴した。
　パリ控訴院は、2005年 4月14日判決において、Xによってなされた相続の放棄を無効と
し、夫婦間において存在していた法定共通財産制及びAの相続財産の清算及び分割の手続
の開始を命じ、パリのノテール事務所に対して、1978年11月28日以降に、A及び／又はX
によって取得された、フランスに所在する動産及び不動産のみならず、外国に所在する動
産及び不動産をも考慮した分割の計画を立てるよう命じた。
　これに対して、Y1及びY2は、以下の第八の上告理由を含む九つの理由で上告を申し
立てた。すなわち、フランスの裁判所は、外国に所在する不動産の分割について判断す
る権限を有しない、その結果、フランスのみならず外国に所在する不動産についても分
割を命じることによって、控訴院は、フランスの裁判所の国際管轄を規律する原則（les 
principes）に違反した。また、不動産相続は、財産の所在地の法に服する、その結果、フ
ランス法に従って、外国に所在する不動産の分割を命じることによって、控訴院は、フラ
ンス民法典第 3条に違反した、と。
【判旨】
　「不動産の相続の領域において、不動産の所在地である外国の法に管轄を与える牴触規
則を、職務の要請するところにしたがって（au besoin d’office）適用することなく、かつ
この法が、死者の最後の住所地であるフランスの法に反致しなかったかどうか（si cette 
33）　Cass. civ. 1re, 20 juin 2006, Wildenstein, Bull civ. I, n? 321, p.277; D. 2007.1710 note Courbe; JDI 2007.125 
note Gaudemet-Tallon; Rev. crit. DIP 2007.383 note B. Ancel.
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loi ne renvoyait pas à la loi française de dernier domicile du défunt）を調査することなく、〔……
上述のように〕判断することによって、控訴院は、上述の法文〔フランス民法典第 3条〕
に違反した。」として、パリ控訴院2005年 4月14日判決を、外国における相続の支配下に
ある不動産の分割及び清算を命じた点についてのみ破毀した。
【検討】
　本判決において、破毀院は、④判決と同様に反致の義務的性質を想起させ、不動産相続
の領域において反致が許容されることを再確認した。ただし、破毀院は、反致の作用につ
いて何も限定していなかった④判決とは異なり、本件では、控訴院が、不動産所在地法か
ら死者の最後の住所地であるフランスの法に反致しなかったかどうかを調査しなかったこ
とを非難していた。そのために、この判決は、不動産相続の領域において許容される反致
は、第一段の反致のみであると判示したものと理解された34）。
第 3項　破毀院第一民事部2009年 2月11日判決
　不動産相続の領域における反致に関する三番目の判決は、⑥破毀院第一民事部2009年 2
月11日判決35）である。
⑥　破毀院第一民事部2009年 2月11日判決
【事案の概要】
　1985年10月24日、（フランス国籍を有する）A男と、（おそらくキューバ国籍を有して
いたものと考えられている）B女の夫妻は、彼らがスペイン領のマジョルカ島に所有して
いた二つの不動産を、彼らの三人の息子（Y1、Y2、X）のうちの二人（Y1及びY2）に売
却した。BとAは、フランスに住所を有する三人の息子を残して、それぞれ1989年と1991
年に相次いで死亡した。Bの相続は、Bが住所を有していたフランスで開始した。Xは、
1985年10月24日の両親（B及びA）によるマジョルカ島に所在する不動産のY1及びY2へ
の売却は偽装贈与（une donation déguisée）であると主張して、偽装行為であることの確認
とY1及びY2による相続財産への持戻しを求めて、ポー（Pau）大審裁判所に提訴した。
　ポー大審裁判所及びポー控訴院は、Xの請求を認め、フランス法を適用して、買主であ
るY1及びY2に対して、総額1,363,465ユーロを、その父と母の相続財産に持ち戻すように
命じた。その際に、事実審裁判所は、まず、不動産の相続の領域において適用可能なフラ
ンスの牴触規則が、不動産が所在する国の法、この場合にはスペイン法に管轄を与え、ス
ペイン法が相続統一主義（le principe de l’unité de la succession）を採用し、その財産の性質
及び所在地にかかわらず、死者の本国法に管轄を与え、それゆえに、スペイン法からの反
致によって、死者の本国法であるフランス法がその訴訟に適用可能であるとした。次に、
売却価格と売却時における不動産の価値との違いを考慮して、1985年10月24日の売却は偽
34）　Courbe, ibid., p.1711. Ancel, ibid., p.389も、本判決は第一段の反致のみを許容しているように見えるこ
とを認めている。ただし、Gaudemet-Tallon, ibid., p.130は、被相続人が、複数の外国に不動産を有してい
た場合には、関係するすべての牴触規則が不動産相続を死者の最後の住所地法に従属させることを許容
するかは疑わしいとして、本判決が不動産相続の領域において許容される反致を第一段の反致のみに限
定したとの理解に疑問を呈していた。
35）　Cass. civ. 1re, 11 févr. 2009, Riley, Bull civ. I, n? 29, p.24; D. 2009.1658 note Gwendoline Lardeux; JCP 2009.II.10068 
note Boulanger; Rev. crit. DIP 2009.512 note Ancel; JDI 2009. 567 note Péroz.
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装贈与であると認め、贈与は無効ではないが、贈与者のそれぞれの相続財産への価額によ
る（en valeur）持戻しに服するとした。
　これに対して、Y1及びY2は、以下のように主張して破毀を申し立てた。
【上告理由】
　フランス法が不動産所在地法であるスペイン法からの反致によって管轄を有し得たの
は、フランス法が死者の本国法であった場合のみである。控訴院は、Bがあたかもフラン
ス国籍を有していたかのように考えているが、控訴院の判決において不動産所在地法であ
るスペイン法からフランス法への反致が許容され得たのは、この誤りによるものである。
スペインの牴触規則が死者の本国法に反致する場合には、死者の国籍を調査するのは控訴
院の役割であるにもかかわらず、控訴院は、Bがフランス国籍を有していたということを
どこから導き出したのかを明確にしていない。それゆえに、控訴院は、その判断に法律上
の基礎を与えていない。
【判旨】
　「フランス民法典第 3条〔によれば、〕……不動産相続の領域においては、不動産の所在
地法によってもたらされる反致は、それが相続の統一性（l’unité successorale）、並びに（et）
動産及び不動産への同一の法の適用を確保する（assure）場合にのみ許容され得る。……
　フランス法が、不動産の所在地であるスペインの法の反致によって、管轄を有していた
のは、フランス法が（elle）死者の本国法であった場合のみであったにもかかわらず、B
がフランスの国籍を有していたことを確認することなく……〔不動産所在地法であるスペ
イン法からの反致によってフランス法が管轄を有すると〕判断することによって、控訴院
は上述の法文〔フランス民法典第 3条〕に違反した。」として原審の判決を破毀した。
【検討】
　本判決において、フランス国際私法上における相続の領域にその姿を現した「条件付き
の反致（le renvoi conditionnel）36）」 ── 「機能的反致（le renvoi fonctionnel）37）」あるいは「日
和見主義の反致（un renvoi opportuniste）38）」 ── は、相続準拠法の統一に資するものとさ
れている39）。
　破毀院は、本判決において、不動産相続の領域における反致の機能的な基礎を明らかに
することによって、⑤判決で示された立場をより明確なものにしたと理解されている。つ
まり、本件では、不動産所在地法であるスペイン法から、被相続人Aの本国法であるフラ
ンス法への第一段の反致が認められた場合には、不動産相続に関する準拠法（フランス
法）と、動産相続に関する準拠法であるところの死者の最後の住所地法（フランス法）と
が一致するのに対して、不動産所在地法であるスペイン法から、被相続人Bの本国法であ
る第三国の法、すなわちキューバ法への第二段の反致を認めた場合には、不動産相続に関
する準拠法（キューバ法）と、動産相続に関する準拠法（フランス法）は一致しないとい
うことになる。それゆえに、破毀院は、相続準拠法の統一を確保するために、「不動産相
続の領域においては、不動産の所在地法によってもたらされる反致は、それが相続の統一
36）　Péroz, ibid., p.569.
37）　Cornut, op. cit. （16）, p.1390.
38）　Ancel, op. cit. （35）, p.515.
39）　Péroz, op. cit. （35）, p.569.
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性、並びに動産及び不動産への同一の法の適用を確保する場合にのみ許容され得る。」と
判示したのである。したがって、本判決は、不動産相続の領域における反致の作用を第一
段の反致に制限する根拠を明確にしたものと位置付けられている40）。
　⑤判決が、最後の住所地であるフランスの法の権威の下での相続準拠法の統一性 ── 
動産の遺産部分と（場合によっては複数の）不動産の遺産部分の統合 ── のみを気遣っ
ているのに対して、⑥判決は、反致というメカニズムに期待された相続準拠法の統一とい
う効用をフランス法のみに留保しないところのより一般的かつ抽象的な解決に言及して
いる。⑤判決のフランス法に特有の解決から⑥判決の一般的な解決への理由付けの進展
は、本件の事案においては重大な結論の差異をもたらすものではないが、一定の限界事
例（例えば、フランスに住所を有し、スペインに不動産を有するデンマーク人が、フラン
スにおいて死亡した場合、フランスの牴触規則によれば、不動産相続にはスペイン法が適
用され、相続統一主義を採用するスペインの牴触規則は、被相続人の本国法（デンマーク
法）を指定し、デンマークの牴触規則は、相続財産全体を死者の住所地法に従属させるた
めに、スペインに所在する不動産は、デンマーク法からの「第三段の反致〔再々致・再転
致〕（un renvoi au troisième degré）」 ── この場合には、間接反致 ── によってフランス法
に服するということになる。）においては結論の差異をもたらし得ることが指摘されてい
る41）。
第 4章　むすびにかえて
　相続の領域におけるフランスの牴触規則は、相続の分割をもたらし得るものであり42）、
破毀院によって認められた「条件付きの反致」は、法廷地の牴触規則に由来する相続の分
割を原因とする不調和に対する緩和措置（un correctif）である43）。しかし、フランスでは、
著名なフォルゴ（Forgo）事件44）において、動産相続の領域における反致が認められて以
来、反致は、伝統的に、いわゆる「体系間の牴触（le conflit des systèmes）」、すなわち各
国の国際私法間の牴触を調整するための措置として理解されてきたのであって、相続準拠
法の統一性を追求するという使命を与えられてはいなかった。反致にこのような使命が割
り当てられたのは、不動産相続の領域において反致が認められるようになってからであ
る45）。ただし、破毀院の立場に対しては、死者の遺産において不動産それ自体よりもその
価値がより重視されるようになった現代における相続分割主義 ── 特に、不動産に対す
る所在地法の適用について ── の妥当性を疑問視し、反致に頼るのではなく、より根本
的に、フランスの牴触規則自体を修正すべきである ── すなわち、死者の最後の住所地
法による相続統一主義を採用すべきである ── との学説からの批判もかなり有力であっ
40）　Lardeuxp, op. cit. （35）, p.1659.
41）　Péroz, op. cit. （35）, p.571. Ancel, op. cit. （35）, p.515も参照。なお、Péroz, ibid., p.570は、「条件付きの第
二段の反致（le renvoi conditionnel au second degré）」も理論上は（théoriquement）排除されていないとす
る。
42）　現代のフランス国際私法における相続分割主義の意義については、Jacques Héron, Le morcellement des 
successions internationales, Economica, 1986, p.119 et s.  を参照。
43）　Péroz, op. cit. （35）, p.574.
44）　Cass. civ., 24 juin 1878, S.1878.1.429; D.1879.1.56; JDI 1879.285; Ancel/Lequette, op. cit. （13）, p.60 et s. （n? 7） 
et Cass. req., 22 février 1882, S.1882.1.393 note Labbé; D.1882.1.302; Ancel/Lequette, ibid., p.60 et s. （n? 8）.
45）　Péroz, op. cit. （35）, p.573; Ancel, op. cit. （35）, p.515.
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た46）。しかし、⑥判決の直後の、破毀院第一民事部2009年 6月17日判決47）において、ドイ
ツ人の被相続人がフランスに残した不動産の相続における遺留分の算定が問題となり、反
致を利用して相続準拠法の統一を確保することができない事案であったために、破毀院に
よる判例変更が期待されたのであるが、破毀院は判例を変更しなかった。それゆえに、相
続統一主義の採用というフランス国際私法における「小さな革命（la petite révolution）48）」
は、将来のEU相続規則に委ねられることになったのである。
　さらに、フランスにおいては、憲法院2011年 8月 5日判決49）によって1819年 7月14日の
法律の第 2条が憲法に反するとして廃棄されるまで、外国法の適用によって相続から排除
されたフランス国籍を有する共同相続人には、フランスに所在する財産から、フランス法
が認める遺留分を先取りすることが認められており、この先取権が行使される事例におい
ては、先取分の総額を算定するために、すべての財産が擬制的に一つの遺産部分に合算さ
れることによって、限定的にではあるが、統一的な規律がなされていた50）。今後、このよ
うなフランスの背景を踏まえたうえで、別稿において、EU相続規則の採択がフランス国
際私法における遺留分の規律に与える影響について ── 特に、EU相続規則の下での遺留
分と国際私法上の公序の関係について ── 検討する予定である。
46）　Ancel, ibid., pp.516-517; Péroz, ibid., p.574.これに対して、Lardeux, op. cit. （35）, p.1661は、国際的な相
続の分割の問題の反致による部分的な解決は、完全に満足できるものではないとしつつも、不動産所在
地法の役割を考慮して、実効性の観点から破毀院の判決を支持している。Boulanger, op. cit. （35）, pp.29-30
は、破毀院による第二段の反致の禁止は、相続分割主義を「立ち直らせる（remis en selle）」ものである
と評価しつつも、国内的な相続の統一性で満足するのではなく、国際的な段階での解決の調和を追求す
るべく、第三国法への反致による国際的な段階での解決の調和について検討されるべきであったとして、
破毀院による第一段の反致の利用には疑問を呈している。さらに、Georges Khairallah, La détermination de 
la loi applicable à la succession, in Georges Khairallah et Mariel Revillard （dir.）, Droit européen des successions 
internationales: Le règlement du 4 juillet 2012, Defrénois, 2013, p.47 et s., p.60 note 48も参照。
47）　Cass. civ. 1re, 17 juin 2009, op. cit. （29）.
48）　Ancel, op. cit. （29）, p.131.
49）　Cons. const., 5 août 2011, n? 2011-159 QPC, JO 6 août 2011; JDI 2012.135 note Sara Godechot-Patris; JCP 
2011.1879 note Michel Attal.
50）　Khairallah, op. cit. （47）, pp.47-48.
